
Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名：遊佐町公共下水道事業特別会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

既存計画との関係

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

計画策定責任者

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　☑　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

資金不足比率    （％）

83.5(H18)

0.29(H18)

0(H18) 利益剰余金又は積立金（百万円）

436.2(H18) 6,011(H18)

0(H18)

基 本 方 針

区　　分

下水道経営の簡素化と効率化を推進するため、高利な債務を早期に償
還するなど公債費の見直しを行い、下水道使用料の改定や、維持管理
費の民間的経営手法の導入等による削減などを行い、下水道経営収支
の安定化を図る。

遊佐町公共下水道事業経営健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

集中改革プラン（平成１７年度　～　平成２１年度）

町広報・町ホ－ムペ－ジへの掲載及び町議会への説明。

計 画 期 間

公 表 の 方 法 等

遊佐町長　小野寺喜一郎

内　　　容

計 画 名

□適　用　 ☑非適用

公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業

〔合併期日：平成○年○月○日　合併前市町村：　　　　　　　　　　　　　　　 〕

職員数※  (H19. 4. 1現在)

公営企業債現在高（百万円）

３人

公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

14.0(H19)0(H18)

0(H18)

事　　業　　名

事業開始年月日 平成7年10月1日 地方公営企業法の適用・非適用

遊佐町



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

（公営企業負担分）合計

事業債名

公共下水道事業債
公
営
企
業
債

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

公
営
企
業
債

21,820 21,820

21,82021,820

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

88,912

88,912

5,057（公営企業負担分）合計

事業債名

公
営
企
業
債

公共下水道事業債 83,855

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

83,855

5,057

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

合　　計

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

旧 資 金 運 用 部 資 金
84 5繰上償還希望額

繰上償還希望額

89

14 1 15

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

21公営企業金融公庫資金 21

旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① （料金の適正化）

課 題 ② （定員管理の適正化）

課 題 ③ （資本投下の抑制）

課 題 ④ （公債費の抑制）

課 題 ⑤ （有収水量の増加）

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

当町の下水道事業は、公共下水道事業（都市計画区域）と、特定環境保
全公共下水道事業（都市計画区域外で、農業集落排水区域と簡易排水区
域、合併処理浄化槽区域を除く）を実施しており、公共下水道事業は平
成２年から開始し、平成19年度完了予定である。特定環境保全公共下水
道事業は平成13年から開始し、平成27年度までの事業計画期間となって
いる。現在、当町の公共下水道区域と全国の類型平均と比較すると（Ｈ
17年度数値）、水洗化率は64.2%で全国平均とほぼ同じである。有収率
は、96.0%で全国平均の91.3%を上回っている。これは施設が有効利用さ
れているもののまだまだ利用率が低いことを示している。使用料単価は
151円と全国平均の159円を下回っており、使用料の見直しが必要であ
る。汚水処理原価は維持管理費が減少しているものの、建設費が増加し
ているため今後の整備計画を見直す必要がある。又、現在借入金残高が
60億を超えており、今後は公債費を超える借入はしないような経営の見
直しを図る必要がある。

水洗化率を高めるためにも有収水量を増大させる必要があり、戸別訪問
などを行い接続率の向上に努める。

現在60億超となった借入残高を、これ以上増加させることなく、プライ
マリ－バランスのとれた経営に改善する。

資本費を抑制することから、建設にかかる事業費は費用対効果を十分精
査し、非効率な箇所を見直すなど事業計画は再考する必要がある。

平成18年度まで５人体制であったが、平成19年度より３人体制とし、人
件費の抑制を図る。（遊佐町集中改革プランによる）

平成７年から下水道料金は値上げをしておらず、他市町と比較してもか
なりの低水準となっている。平成20年度より料金改定を行う。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（②法非適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１ (A) 179 196 224 238 229 222 229 230 221 223

（１） (B) 41 52 72 82 90 92 115 121 128 160

ア 41 52 72 82 90 92 115 121 128 160

イ (C)

ウ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 138 144 152 156 139 130 114 109 93 63

ア 118 129 134 142 131 122 109 104 88 58

イ 20 15 18 14 8 8 5 5 5 5

２ (D) 178 189 208 217 227 215 220 220 217 217

（１） 50 60 74 75 81 63 64 65 67 68

ア 13 15 23 23 23 6 5 5 5 5

イ 37 45 51 52 58 57 59 60 62 63

（２） 128 129 134 142 146 152 156 155 150 149

ア 128 129 134 142 146 152 156 155 150 149

イ

３ (A)-(D) (E) 1 7 16 21 2 7 9 10 4 6

１ (F) 1,133 1,257 1,090 1,011 1,159 945 543 568 564 572

（１） 564 595 521 430 475 438 200 220 200 180

（２） 182 181 166 148 130 131 151 156 172 202

（３）

（４）

（５） 350 425 334 371 491 326 150 150 150 150

（６） 37 56 69 62 63 50 42 42 42 40

（７）

２ (G) 1,125 1,247 1,073 1,006 1,187 976 564 596 578 569

（１） 986 1,090 915 858 1,045 817 384 399 374 354

17 17 12 16 16 15 16 16 16 16

（２） (H) 139 157 158 148 142 159 180 197 204 215

（３）

（４）

（５）

３ (F)-(G) (I) 8 10 17 5 -28 -31 -21 -28 -14 3収 支 差 引

そ の 他

工 事 負 担 金

そ の 他

収 支 差 引

資 本 的 収 入

地 方 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

総 収 益

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

料 金 収 入

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

職 員 給 与 費

そ の 他

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

資 本 的 支 出

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

総 費 用

営 業 費 用

う ち 一 時 借 入 金 利 息

建 設 改 良 費

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出



年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

(E)+(I) (J) 9 17 33 26 -26 -24 -12 -18 -10 9

(K)

(L) 24 33 50 83 105 75 51 39 21 11

(M)

(N) 33 50 83 109 79 51 39 21 11 20

(O) 4 4

(P) 33 50 83 105 75 51 39 21 11 20

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(B)-(C) (S) 41 52 72 82 90 92 115 121 128 160

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,642 5,033 5,396 5,711 6,011 6,307 6,322 6,262 6,258 6,223

4,642 5,033 5,396 5,711 6,011 6,307 6,322 6,262 6,258 6,223

（２）他会計繰入金

年　　　　　度 平成14度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

118 129 134 142 131 122 109 104 88 58

63 100 46 102 130 122 109 104 88 58

55 29 88 40 1 0 0 0 0 0

182 181 166 148 130 131 151 156 172 202

73 83 120 55 36 32 28 23 14 6

109 98 46 93 94 99 123 133 158 196

うち料金収入に計上すべ き繰 入等

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

う ち そ の 他 に 係 る も の

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

（単位：百万円）

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 金 不 足 比 率 ((R)／(S)• 100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 20 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

(J)-(K)+(L)-(M)

企 業 債 現 在 高

積 立 金 現 在 高

5261 65

00 0 0

62 59

0

55）

）•100

•100

0

57収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

前 年 度 繰 上 充 用 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

0 0

黒 字

赤 字

実 質 収 支

(N)-(O)

収 支 再 差 引

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

52

0

56

0

57

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

形 式 収 支



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

資金不足比率 (％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料金回収率
※ (％) 13.06 14.86 19.53 22.40 24.16 23.59 28.00 28.42 29.82 36.38

総収支比率（法適用） (％)

経常収支比率（法適用） (％)

営業収支比率（法適用） (％)

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲) 56 57 61 65 62 59 58 56 53 52

(％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(％) 65.92 65.82 59.82 59.66 57.21 54.95 47.60 45.22 39.82 26.01

うち基準内繰入金 (％) 35.20 51.02 20.54 42.86 56.77 54.95 47.60 45.22 39.82 26.01

うち基準外繰入金 (％) 30.73 14.80 39.29 16.81 0.44 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 16.06 14.40 15.23 14.64 11.22 13.86 27.81 27.46 30.50 35.31

うち基準内繰入金 (％) 6.44 6.60 11.01 5.44 3.11 3.39 5.16 4.05 2.48 1.05

うち基準外繰入金 (％) 9.62 7.80 4.22 9.20 8.11 10.48 22.65 23.42 28.01 34.27
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）• １００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）• １００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用• １００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用• １００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）• １００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）• １００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）• １００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）• １００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）• １００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2• １００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費• １００

繰
入
金
比
率

収益的収入分

資本的収入分

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

　Ｈ１９年度と同程度の２６０，０００千円を今後５年間見込んでいる。

　終末処理場である浄化センタ－の増設工事を計画しているが、現処理体制で十分応えられる状況もあり、平成２７年度まで
　予定されている管渠工事と併せ、事業計画の見直しが必要である。（今後大規模投資は行わないなど）

　平成２０年度を起債のピ－クとし、その後、プライマリ－バランスのとれた経営を目指す。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み
　Ｈ２０年度より料金改定を行い、現行料金に対し基本料金を＋３００円、超過料金を＋３０円とし、Ｈ２０年度に１，７５４万円～
　Ｈ２３年度に２，１２３万円の増額を見込んでいる。又、Ｈ２３年度にも料金改定の見直しを行い、対前年比３，２０６万円の増を
　見込んでいる。

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み



Ⅳ　経営健全化に関する施策

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した

　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。

　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

下水道関係業者が限られているため、これまで殆ど２業者に任せっきりであった。今後は、県外業者も含め作業に支障を来さない程度に委託先
を分散したり、或いは長期継続契約を締結するなどコストの削減に努める。

②　対前年純減数　Ｈ１７＝▲７、Ｈ１８＝▲７、Ｈ１９＝▲１２、 であり、今後とも遊佐町集中改革プランに定めた定員適正化計画に基づき着実
　　に職員数の削減を図る。このうち、下水道会計における純減数はＨ１９＝▲２であり、今後Ｈ２３まで人員の増減はせず現体制を維持する。

県の人事委員会勧告に準じて見直しを図る。地域手当や特殊勤務手当はなし。

県の人事委員会勧告に準じて見直しを図る。地域手当や特殊勤務手当はなし。

Ｈ１８年度より廃止。

山形県市町村職員共済組合並びに同互助会にて実施している。（医療給付、福祉給付、生活向上支援事業など）
又、健保組合は組織していない。

①　平成１９年度中に料金改定審議会を開催し、平成２０年度より現行比較１８．８％増の改定を行う。具体的には、現行料金に対し基本料金
　　で、＋３００円、超過料金で＋３０円とし、平成２０年度に1,754万円の増、平成２１年度に1,859万円の増、平成２２年度に1,966万円の増、
　　平成２３年度に2,123万円の増を見込んでいる。更に、平成２３年度には料金改定を実施し平成２３年度の使用料収入は対前年比3,206万
　　円の増を見込んでいる。

下水処理作業に支障のない範囲で指定管理者制度を行ったりと民間の委託先を模索していく。

○　行政評価の導入

５　その他

町のホ－ムペ－ジや広報を利用し財務状況を公開する。更に、地区公民館などに資料を準備し、町民が気軽にいつでも情報を取得できる体制
をつくる。

平成１５年より行政評価を導入しており、各事業毎に担当者が事務事業評価シ－トを作成し、そのヒアリングを行い、その後決算評価を作成し９
月まで議会に報告している。

③④今後の事業計画区域は中心部から離れたところにあり、費用の割に効果があがらないことが考えられる。非効率的な区域は合併浄化槽で
　　対応するなど、事業計画の見直し行う。併せて、起債は償還元金をを超えることのないようプライマリ－バランスのとれた経営に改善する。
⑤　全国平均の接続率には遠く及ばないが、自然増加に加え水洗化率向上に向け個別訪問などを実施する。

項　　　　目 具　体　的　内　容

１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方

◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組

○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

２　年度別目標等
（５）下水道事業

区
分

平成14年度
（計画前５年度）

（決算）

平成15年度
（計画前４年度）

（決算）

平成16年度
（計画前３年度）

（決算）

平成17年度
（計画前々年度）

（決算）

平成18年度
（計画前年度）
（決算見込）

計画前５年間
実　績

平成19年度
（計画初年度）

平成20年度
（計画２年度）

平成21年度
（計画３年度）

平成22年度
（計画４年度）

平成23年度
（計画５年度）

計画合計

処理区域内人口（人） 6,407 7,514 8,642 9,340 9,945 10,538 10,833 11,123 11,413 11,960
増減 1362 1,107 1,128 698 605 4,900 593 295 290 290 547 2,015

水洗便所設置済人口（人） 2,886 3,752 4,652 5,229 5,846 6,322 6,716 7,118 7,532 8,132
増減 527 866 900 577 617 3,487 476 394 402 414 600 2,286

水洗化率（％） 45.04% 49.93% 53.83% 55.99% 58.78% 59.99% 62.00% 63.99% 65.99% 67.99%
増減 -1.71% 4.89% 3.90% 2.15% 2.80% 12.03% 1.21% 2.00% 2.00% 2.00% 2.00% 9.21%

有収水量（㎥） 263,591 324,696 445,936 539,277 587,573 603,592 641,210 679,591 719,117 776,407
増減 31,041 61,105 121,240 93,341 48,296 355,023 16,019 37,618 38,381 39,526 57,290 188,834

使用料単価（円/㎥） 157 158 160 151 152 152 178 178 178 206
増減 -1 1 2 -9 0 -7 0 26 0 0 28 55

料金改定率（％） 18.80% 19.53%
増減 18.80% 19.53% 38.33%

収納率（％） 95.62% 95.68% 96.49% 96.45% 96.67% 96.80% 96.80% 96.80% 96.80% 96.80%
増減 -0.99% 0.06% 0.81% -0.04% 0.22% 0.06% 0.13% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.13%

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
増減

職員１人当たりの営業収益（千円） 10,443 12,884 14,335 16,362 17,874 30,437 38,178 46,460 42,805 53,492
増減 1,226 2,441 1,451 2,027 1,512 8,657 12,563 7,741 8,282 -3,655 10,687 35,618

職員数（人） 4 5 5 5 3 3 3 3 3 3
増減 0 1 0 0 -2 -1 0 0 0 0 0 0

管理運営費（千円） 317,583 345,735 366,309 364,623 369,209 386,289 408,426 426,490 430,108 440,645
増減 27,568 28,152 20,574 -1,686 4,586 79,194 17,080 22,137 18,064 3,618 10,537 71,436

処理区域内人口１人当たりの管理運営費(千円) 49.6 46.0 42.4 39.0 37.1 36.7 37.7 38.3 37.7 36.8
増減 -7.9 -3.6 -3.6 -3.3 -1.9 -20.3 -0.5 1.0 0.6 -0.7 -0.8 -0.3

汚水処理原価（円/㎥） 686.4 499.4 450.9 385.2 464.4 446.8 474.9 481.5 481.3 498.3
増減 -24.7 -187.0 -48.5 -65.7 79.2 -246.7 -17.6 28.1 6.6 -0.2 17.0 33.9

汚水処理原価（維持管理費）（円/㎥） 191.3 185.7 166.2 138.3 137.5 125.7 113.6 109.6 106 99.4
増減 -5.7 -5.6 -19.5 -27.9 -0.8 -59.5 -11.8 -12.1 -4.0 -3.6 -6.6 -38.1

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
増減

 使 用 料  回 収 率 (％) 22.87% 31.67% 35.58% 39.31% 32.69% 34.02% 37.56% 37.04% 37.05% 41.44%
増減 0.66% 8.80% 3.91% 3.73% -6.63% 1.33% 3.54% -0.51% 0.01% 4.38%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
増減

4,642,192 5,033,242 5,396,379 5,711,180 6,011,200 6,306,975 6,322,151 6,261,700 6,257,900 6,223,317
増減 472,347 391,050 363,137 314,801 300,020 295,775 15,176 -60,451 -3,800 -34,583

 使 用 料 収 入 41,478 51,356 71,540 81,660 89,188 91,746 114,365 121,210 128,245 160,306
 改 善 額 4,612 14,490 34,674 44,794 52,322 150,892 2,558 25,177 32,022 39,057 71,118 169,932

①有収水量の増加 4,612 14,490 34,674 44,794 52,322 150,892 2,558 7,634 13,430 19,398 45,469 88,489
②使用料の適正化 0 0 0 0 0 0 0 17,543 18,592 19,659 25,649 81,443

 管 理 運 営 費 317,583 345,735 366,309 364,623 369,209 386,289 408,426 426,490 430,108 440,645
うち職員給与費中の退職手当を除いたもの 317,583 345,735 366,309 364,623 369,209 386,289 408,426 426,490 430,108 440,645
 改 善 額

⑤職員給与費の適正化
 その他⑥（職員数削減による効果 ） 30,908 31,656 34,478 38,346 38,949 20,949 20,949 20,949 20,949 20,949

 改 善 額 -2,558 -25,177 -32,022 -39,057 -71,118 -169,932

150,892 259,932

15,118

４　その他

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越
　　欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

目標又は実績

収
入
の
確
保

①

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

②
（使用料収入／有収水量）　　Ｅ

（料金改定実施年度に記載）　　Ｆ

③
Ｇ

④
Ｈ

経
営
の
効
率
化

⑤
Ｉ

（Ｉ／Ａ）　　Ｊ

（汚水処理経費／有収水量）　Ｋ

（汚水処理経費(維持管理費)／有収水量）    L

⑥
Ｍ

（E／K• 100）　　　　　　
 累 積 欠 損 金 比 率 （％）

 企 業 債 現 在 高 （千円）

収
入
の

確
保

（参考）補償金免除額

経
営
の
効
率

化

計画前５年間改善額　合計 改 善 額　　合　計

（Ⅳ－４、Ⅳ－５）
　開かれた町政のためにも経営状況の公開は詳細に住民へ周知すると共に、行政評価を的確に行い事務事業の効率化を図る。これにより、事業計画の見直しや、
　見直しによる起債額の適正化を図りプライマリ－バランスのとれた経営に改善する。更に、収入の確保には料金改定に加え、有収水量の増加を図るため、個別
　訪問などを行い下水道接続率の向上に努める。

取　組　み　及　び　目　標

（Ⅳ－１）
　平成１９年度で２名の人員削減を行っており総額２千万円ほどの経費削減となっている。

（Ⅳ－２、Ⅳ－３）
　下水道料金では維持管理費は賄われているが、建設改良にかかる起債の償還元利金が大きくなっているため、不足分は下水道料金等で補うしかない。但し、い
　きなり大きな増額もできないので、上水道料金の７割程度を目安に改定する。
　又、維持管理委託業者を県外業者を含めて再選定するなど、或いは民間業者への包括的委託を検討し、経営の効率化を図る。

　料金改定でも不足する分については一般会計からの繰入金に頼るしかなく、今後もその傾向は高い。このため、基準外繰出しを解消したいのはやまやまである
　が、当分の間解消できる見込はない。


